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The relationshipるetweencrime and modernization has been one of the most controversial issues 

in the field of sociology. The "Modernization" perspective argues that rapid socioeconomic 

changes weaken the social ties of local community， create a space of anonymity， and then lead to 

increasing crime rates. Has crime really become increasingly prevalent along with the moderniza-

tion process? Has the impact of modemization on crime extended differently depending on the 

types of crimes? This study examines variation and change of violent and property crime rates 

among the 50 local municipalities in Shiga Prefecture both during and after the high growth period 

of the J apanese econo担y.For the analyses of crime data， time series data comp沼lson(sequential 

line gra凶)， crime distribution maps of municipalities， and multiple regression analysis are 
employed.τ'he results include the following: Crime trends of Shiga Prefecture have been roughly 

si訟ilarto national trends; Violent crime rates have declined dramatically in the last three decades 

while property crime rates have gradually increased in the same period; Population factors such as 

“day/nig註tpopulation ratio" or“residential mobility" are regarded as important to predict the 

prevalence of crime， especially property crime in the prefecture. Lastly， the implications of these 

findings for further studies are briefly discussed. 

1 .はじめに

デユルケム (Durkheim.丘)やワース (Wirth.1.)の業績に1t表されるように，犯罪と近代化の

関係性は社会学の吉典的テーマであ与，この分野ではこれまでに多くの実証研究がおこなわれてき

た。急激な産業化や都市化にともなう人口移動は，地域社会の文化的異実性や匿名性を高め，治安

悪化をまねくおそれがある。また都市的生活様式にみられる「信人jゃ f岳由Jの偏重，近隣に禁

関心な住民の増加が，それに拍車をかけているといわれる。

犯罪は都市やその眉辺地域のどこに多発しているのか。それはどのような犯罪なのか。さらに，

産業化や都市化とともにどのようなひろが均を見せているのか。本稿の昌的辻 高度成長期以韓の
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i慈賞県の犯罪を，経詩的，空罰的に追跡して，犯罪発生の変動過程を自にみえるかたちで提示する

ことである。本稿における調査は基礎的データを屠いた実態調査そして予備的調査であり，本稿を

今後謎続する研究の導入的報告として位置づける。

本語の内容を結介したい。まず，滋賀県全体の狂罪率の推移を確認する。つぎに県内市町村の

犯罪率の推移を経詩的に比較しながら 地域的な傾向をさぐる。そのさい 市町村部の犯罪分布を

地国に表現して，視覚的な検証も同時におこなう。最後に，市町村の主な社会経済指標と犯罪率の

関連性を考察し，継続調査の畏罷にむけた具体的かっ実践的な提言をおこなう。

2.滋賀県の犯罪率の推移

関西都市富のベッドタウンである滋賀県は，人口増加が続いており，急速な都市住・郊外化が進

んでいる。 2000年の国勢調査の都道宥県民人口増加率で， 1:設費県は自然増減において全自5位，社

会増減において 1位となっている。将来推計人口では 2030年まで人口が増加する全国唯一の県で

ある九地域の生活環境は急激に変化しており，治安にたいする住民の不安感も増大している。た

とえば， 2002年に草違憲の犯罪率が都道府県ワーストワンの大震府とならんだときには，住民にこ

の事実を知ってもらい，地域の治安を高めていこう，と呼びかける豆Pが立ちあげられている 2)0

また， 2004年に滋費黒は， rなくそう犯罪J議賀安全なまちづくり条例を施行し，犯罪抑止のまち
づくりの実現にむけて，全果的な取りくみを進めている。

滋賀県の犯罪率は，全国水準とくらべて高いのか抵いのか，また，どのように誰移しているのかむ

ここではまず，滋賀県全体の犯罪率の誰移を競観する。そのさい，犯罪辻暴力犯罪と財産犯罪にわ

けて説明していく。暴力犯罪には粗暴犯を，貯産犯罪には窃盗犯をそれぞれ詣標としてもちいる

(程暴犯は，凶器準備集合・暴行・傷害・脅迫・恐喝から構或される)。データの出所は『犯罪統計

書j(警察庁)による。

2. 1 暴力犯罪

図1は， 1955年から2004年までの租暴犯の発生率(10万人あたりの認知件数)の推移を示したも

のである。議賀集の粗暴犯の発生率はマーカーっき折れ縁，全国の粗暴犯の発生率はマーカーなし

折れ隷で表している。 滋賀県の糧暴犯の推移には，図中左がわに大きな f犯罪の渡jを確認できる。

全国の推移にはこれ誌ど顕著な変動はみられない。 滋賀県の粗暴犯の発生率は 1956年の一時的な

上昇低下の後， 1957年から急上昇し， 1962年にどークをむかえ，その後，急に低下している。この

1957年から1962年にかけての犯罪増加については，名神高速道蕗や東海道新幹隷などの大型開発事

業の進展にともない，県下に大量の移動労働者を有する状況にいたったこと，また被害者窟出勧奨

運動の推進によって岩出が増えたことなどが理由としてあげられるおむ 60年代後半から現在までは，

全国よりも若干低い水準で，全国と同じような軌跡をたどっている。つまり程暴犯の発生率は， 60 

年代後半かち70年代後半にかけて最下し その後， 20年ちかく安定していたが 90年代後半から上

昇領向にある。(滋賀県の場合は さらに2002年にピークをむかえた後に 笹下傾向を示している)。

330 



200 

180 ←一一←←--~----

十 1..1川ハ
V 万 AιZ司

会むl立2

議賀県の犯罪

5子トトH1謁m叫O∞吋Of-ω¥-)----------------¥νへ乃~、 i司二ヰ諸詰寵鵠霊霊欝髄;2拒鵠iE臨(事2詔品晶z弘匙主」) 
-一-雲8初紗Oか伽一一一一一'一一一一一-一一一-一一一-一一-一-一一一一一-一一一一一-一一一-一一一-一一-一-一一一一一-一一一一-一一-一一

装60~--一一一一一一一一

20 ~-

。
求。~デ乎~~ポ母子cpfgpfSFポdpfpfpz手す4PEヂcヂE4l'cPずf守谷設、、、、、、、、、、、、ヘラ ヘラ 、、、、、、、ヘラ '1) 

匿 1 全冨と滋賀票における粗暴泥発生率の提移 (1955・20例年)

2004年の全国の粗暴犯の発生率は10万人あたち 60.0件である。 滋賀県は10万人あたり42.1拝で，

47都道府県中ほ迂真ん中 (25位)に位霞している4)。

2. 2 封産犯罪

滋賀県と全国の窃盗犯の発生率の推移を示したものが図2である。粗暴犯と河じく，議賀県の発

生率はマーカーっき折れ様，全匡の発生率はマーカーなし折れ謀で表している。刑法犯認知件数

〈業務上退失致死傷罪をのぞく)の 7暫から 8割程度を窃益犯がしめていることから，窃盗犯をみ

れば，犯罪全体の額向を沼ぼ把握できると考えてよい。滋費県の窃盗犯の発生率は， 1955年から
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匿2 全国と滋賓県における窃盗犯発生率の撞移 (1955・2004年)

一一窃盗{全国)
『←窃盗{議賀県)
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1958年にかけて低下した後に 1958年から1961年にかけて急上昇している。理由は先に述べたこと

から明らかであろう。その後，全国とほぼ同水準で，同じような軌跡をたどっている。つまり，窃

盗犯の発生率は， 60年代前半から90年代議半までゆるやかに増加していたが， 90年代後半から急上

昇して， 2002年を境に下降している (2003年の滋賀票の窃盗をふくか稿法犯認知件数は27，801件で，

前年の2002年より4，382件減少し その減少率13.6%は全国一{立になっている)。

2004年の全国の窃盗犯の発生率は10万人あたり1，551件である。滋賀県はお万人あたり 1.333件で，

47都道府県のなかで中間よ均上位 (18位)に笠置している5)。

窃盗犯にかんして注意することは，対象期罰のあいだに窃盗犯の内訳が変化していることである。

昭和30年 (1955年)には，震入盗が窃盗全体の30%を占めていたのにたいして，近年では10%を大

きく下まわっている。近年の窃盗で辻，万引きと乗物盗{とくに自転車やオートパイ)の割合が全

体の80%程変に達している6)。滋賀県の窃盗の内訳 (2003年)は， }II棄に自転車盗 (22%)，車上

ねちい (20%)，万iJlき (7%入オートバイ盗 (7%) となっているの。

以上，過去半世紀にわたる滋賀県の犯罪の推移を概観した針。 滋賀県の犯罪率は，罪種にかかわ

ちず，全国と足ぼ同じ推移をたとなっている。発生率にかんして辻， 1950年代後半から60年代前半の

時期を除けば，滋賀果の暴力犯罪〈組暴犯)の発生率は全昌平均をやや下まわる水準，財産犯罪

(窃盗犯〉の発生率は全昌平均と河本準であることが確認できた。

次章では，分析単位を滋賀県全体から県内市胃村に移す。

3.滋賀県市町村の犯罪率の推移

滋賀県は，琵琶湖を中心に，i語東・渇西・湖南・湖北と呼称される地域からなり，それぞれの地

域で独自の生活文化を育んできた。近代以降の産業化の進展や社会経済の変化も地域により異なり，

犯罪の特識や動向も全県一律で、はないと考えられる。参考までに，市町村の地理的な位量関係を図

(1970年) (2006年〉

菌3 滋養県の幸町村
むじながいり，2006.r市野村変遷バラバラ地国 滋賀票j
(http://mujinasakura.neおIhistory125/index.h出11，2006.9.19)
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滋賀県の犯罪

3にのせた。左図は1968年から2004年当時の甫町村右図は平成の大規模な市町村合併後にあたる

2006年現在の市可である9)む

ここでは， 50市町村(罰3の左図〉を対象として， 1970年から2000年のあいだの 4時点(1970年，

1980年， 19鈎年， 2000年)の犯罪率を分析する10)。犯罪統計は n慈賞の犯罪j(滋賀果警察本部)
を使尾する。犯罪は暴力犯罪{粗暴犯)と封産犯罪(窃盗犯〉に分類するc また犯罪率の算出には

3年(1970年を到にとれば， 1969年・ 1970年・ 1971年)の平均鐘をもちいる。この方法を採用する

ことによって，市町村の犯罪件数の一時的な変動から生じる歪みを最小援におさえることができる。

3. 1 市と町村の比較

県内50市寄村を市と町村にわけで，犯罪率の水準とその推移をみてみよう 5 粗暴犯の発生率は表

1 ，窃盗犯の発生率は表2である。

まず，粗暴犯を確認する。市と町村を比較すると，どの時期においても，市のiまうが町村よりも

発生率が高いことがわかる。 30年間の推移をみると，甫と町村の発生率はともに半分以下に下がっ

ている。 1970年の発生率を100とした場合， 2000年の発生率は市が42，町村は31となっている。 70

年代の急激な低下は特徴的である。これは先に滋賀県の犯罪率の推移でみたものと向じ額向である。

表1 議賀県市町村における程暴認発生の推務 (1970-2000年)

糧暴程 1970 1980 1990 2000 

発生率の平均 子有 (N=7) 10.97 3.44 3.14 4.60 

町村 (N=43) 7.36 2.30 1.19 2.27 

1970年を100 市 100 31 29 42 

にした場合 匡7村 100 31 16 31 

{注)発生率は1万人あたりの件数

fi:謹賀の犯罪~ (滋賀県警察本語編〉をもとに作成

つぎに，窃盗犯に移る。市と町村を比較すると，どの時期においても，市のiまうが野村よりも発

生率がかなり高いことがわかる。 30年間の推移をみると， 1980年に市 .IBT村ともに一時的な落ち込

みがあるが，市と町村の発生率は全体的に上昇している。これも先に滋賀県の犯罪率の誰移でみた

ものと同じ額向である。 1970年の発生率を100とした場合， 2000年の発生率は市が139，野村は175

であり，上昇率において，市より可村のほうが高くなっている。

表2 遜賀県市IBJ村における窃盗犯発生の推移 (1970-2000年)

窃盗程 1970 1980 1990 2000 

発生率の平均 事 (N=7) 142.74 122.16 143.86 197.98 

町村 (N=43) 72.76 63.10 79.44 127.44 

1970年を100 事 100 86 101 139 

にした場合 野村 100 87 109 175 

(注)発生率辻1万人あたりの件数

f滋賀の犯罪~ (滋賀県警察本部編}をもとに作成

以上の結果かち， 30年のあいだに粗暴犯においては農村部から都市部へ，窃盗犯においては逆

に都市部から農村部のほうへ，犯罪率の重心が移行していることが読みとれる。
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3. 2 市町村の犯罪分布地図

市町村の犯罪率を地図に表わして多上で述べた額向を確認する。国4と函5はそれぞれ4時期の

組暴犯と窃盗犯の発生率(密度)を地理的に表現したものである。各図では，発生率の程度にした

がい，市富了村を色わけした。色がこくなるほど発生率が高くなることを示している。

粗暴犯(圏4) ~こかんして， 1970年では 市宵村時の発生率に大きな違いがあることがわかる。

しかし，粗暴犯はその後10年間に県全域で激減して それ以後 市町村のあいだに目立った差異は

認められない。一見して，詩徴あるパターンはみられない。 也方，窃塗犯〈圏5)は琵琶湖毘縁部，

つまり交通の便がよく 様々な産業が集積している都市部 とくに大津市や草津市をはじめとする

湖南地域や彦根甫毘辺などに集中していることがわかる。つまり，時期によって窃盗の発生率は異

なるものの，窃盗が多発する市胃村は4時期をとおして迂ぼ限定されている。しかし1990年から

2000年の10年のあいだに，窃盗犯は県全域に増加して，農村地域である県境罵辺部にまで拡散して
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いることが読みとれる。

3. 3 市町村個別の犯罪率

表3，4は1970年と2000年の50市町村倍別の犯罪率である。 (1980年と1990年は省略している。)

表3は粗暴犯，表4は窃盗犯の発生率である c それぞれ表 l列昌の市町村は，上から1970年の発生

率の高い}II買に並べている。 2~IjEf， 3列目はそれぞれ1970年の発生率と2000年の発生率である。最

後の4列呂はz1直{標準舗差を単位として溺った葡)の変化 つまり 1970年のz~直と 2000年のz値の

差である。このz値をみることにより， 30年間における市町村の犯罪率の棺対的変化をとらえるこ

とが可能になる。また， 2つの表の上には順位相関係数(y )をのせている。 }II町立桔関孫数は，

1970年の頼位と2000年の}II頁位との関係の強さを示す電である。

表から，つぎの 2つが読みとれる。まずz1i童の変化から，市野村聞の犯罪率の均一化，つまり，
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表3 滋賀県市町村における糧暴犯発生率の変化

(1970・2000年) JJ[~f:立桔関 :γ=.420

市町村名 粗暴d8(1970) 組暴犯(2∞0) z1i直の変化
i虎担問7 29.73 5.69 

豊郷村 18.52 2.80 -1.81 

i志賀町 18.11 2.32 

米票田7 16.31 2.14 -1.80 

彦本良市 15.15 4.36 -0.27 
長浜市 15.02 3.33 -0.86 

今津田7 12.77 4.07 -0.01 

i朽木村 12.38 0.00 

草幸市 11.78 5.89 1.25 

愛知市町 11.77 4.26 0.28 

水口町 11.50 3.87 0.10 

栗東町 11.29 4.74 0.65 

人自市市 11.02 4.43 0.52 

甲良野 10.70 0.82 -1.57 

高畠町 10.54 1.87 -0.92 

マキノ町 9.97 2.15 ー0.65

甲西町 8.97 4.03 0.65 

大津市 8.81 3.43 0.33 

日野町 8.67 1.30 -0.91 

野洲町 8.17 3.87 0.70 

土ul宵 7.97 1.78 -0.50 

議議議事議襲撃幾重袋三議繋議選愛媛;議議議選参議議案議襲撃
石部町 7.84 2.69 0.06 

安曇川町 7.17 1.38 -0.60 

西浅井村 7.17 1.36 -0.61 

守出国7 7.09 4.27 1.14 

新麹町 6.38 3.01 0.52 

びわ村 6.15 0.00 ー1.23

近江町 丘45 1.77 -0.05 

議機関寵愛媛綴滋養審議議懇談議緩議議総緩議護軍:
高月町 5.22 2.89 0.66 

秦荘町 4.98 2.08 0.22 

甲費図工 4.83 0.56 -0.66 

能歪]f[町 4.81 1.91 0.15 

愛東村 4.14 0.57 -0.53 

甲甫匝7 4.03 1.51 0.05 

信楽町 3.63 1.39 0.05 

多賀町 3.59 0.39 -0.53 

蒲生町 3.54 1.63 0.21 

山東町 3.13 1.99 0.50 

湖北町 3.13 2.27 0.66 

五鋼荘町 3.10 3.41 1.35 

竜王町 3.08 3.24 1.25 

安土町 2.00 2.17 な81

警護義務m~:緩議議議議議議議議議議緩警護震議警警護欝暴;
永源寺町 1.86 1.05 0.17 

浅井町 1.73 0.26 
401.28771 | 

湖東町 1.70 1.84 

中主宵 1.70 1.38 な39

伊吹村 1.52 0.00 -0.39 i 

{注)縮かけはz1這の増加上位3市町村，黒枠は減少上位3市
町村 n設費の犯罪J(議賀県警察本部編)をもとに作或
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表4 滋賀票意町村における窃盗犯発生率的変化

(1970・2000年} 頼位栢関 :γ=.701

m町村名 題暴詔(1970) 組暴担(2∞0) z1i査の変化
草津市 203.12 229.90 -0.35 

i志費町 193.17 177.86 

彦摂市 168.71 197.42 -0.39 

八百市市 168.53 198.49 心.36

栗東町 150.81 200.89 0.07 

長浜市 145.02 195.22 0.06 

i石部町 138.52 139.23 

i新趨町 137.62 131.91 

安曇川町 133.27 147.70 -0.83 

水口町 132.50 180.06 -0.04 

今意図了 130.85 162.82 -0.42 

大津市 128.34 183.56 0.13 

米原町 125.01 193.66 0.44 

甲西町 122.80 172.86 -0.01 

車姫町 102.96 146.91 -0.20 

守山町 102.34 184.77 0.71 

野洲町 101.37 168.98 0.36 

マキノ可 98.28 156.74 0.13 

高島町 84.28 130.29 -0.20 

警護義援額議選j慾綴ミ議議;綴謀議議機~~~~~:慈愛護議議蒙
安土町 83.54 107.29 -0.74 

議繁繍護霊祭:;警護露漁議議室護霊祭機導奪還護;愛護機:
五彊荘町 66.65 120.15 心.07

蒲生町 61.42 108.18 -0.25 

土中町 58.68 121.32 0.12 

木之本町 57.89 140.68 0.60 

愛東村 57.35 80.50 -0.82 
西浅井村 56.70 72.85 -0.99 

詫登]l1!BJ 54.83 116.57 0.09 

中主町 54.73 95.80 -0.40 

自野町 52.52 125.68 0.36 

びわ村 50.51 83.97 -0.59 

甲良町 50.44 70.18 心.92

高月町 49.57 149.85 1.00 

信楽町 48.97 116.50 0.22 

湖北町 46.14 118.21 0.32 

秦荘町 46.08 85.97 -0.45 

襲撃饗護襲撃終議室長議案議議幾:警護;綿織怒幾重委譲委譲
{す吹村 46.05 134.81 0.71 

山東町 44.97 115.74 0.28 

湖東町 43.52 96.29 -0.15 

永源寺町 43.16 76.40 -0.62 

余呉村 42.74 139.09 0.88 

竜王町 40.37 113.44 0.32 

多賀町 38.80 132.34 0.81 

甲高町 34.97 71.91 -0.55 

浅井田7 34.85 82.26 。.30
近江町 31.44 122.09 0.72 

甲雲町 28.42 96.00 0.16 

朽木村 21.90 100.32 0.40 

(注)絹かけはzfj査の増加上位3市町村，票梓は減少上位3市

町村 p蓋賀の犯罪J(議賀県警察本部編)をもとに作成



議賀県の犯罪

犯罪は県全域に拡散してきていることがわかる。全殻的に， 1970年に上位に{立置していた吉町村の

z値は2000年時には減少しているのにたいして， 1970年に下位に位置していた市町村のz~査は2000年

では増加している。(z1直の増加上位3市昨村[表中調かけ]と減少上{立3市町村[表中枠っき]の

j顎{立に1主自していただきたい。〉

四分位範囲と標準偏差の値は， 1970年から2000年のあいだに，市町村間の犯罪率の散らばりが績

小していることを示している。四分生範囲と辻データの上泣25%と下位25%をのぞいた真ん中50%

の範囲(ひろがり〉のことである。粗暴犯の場合，四分位範囲は7.42から2.49，諜準嬬差iま5.52か

ち1.68へと，窃盗犯では，四分位範盟は78.95から70.57，標準偏差は47.25から42.03へと，いずれも

笹が小さくなっている。これにかんしては，巻末に粗暴犯と窃盗犯の箱ひげ函(図A) をのせてい

るので，参照していただきたい。このように，暴力犯罪は減少し，財産犯罪辻増加しながらも，地

理的には拡散してきている。もはや犯罪は都市部のみの現象ではなくなっているともいえよう。

つぎに頗位相関係数をみる o JII頁泣相関孫数は，組暴犯が0.420，窃盗犯が0.701であり，ともに

1%水準で有意である。つまり， 1970年に相対的に犯罪率が高かった市町村は， 2000年においても

高い懐向にあることを意味する。 30年の時間の経過にもかかわらず 犯罪は地域に〈窃盗犯の場合

は都市部に)根ざしていることがわかる11)。

4.考察一一主要な社会経済指標との関連性

これまでの結果をふまえて 滋賀県市町村の犯罪と地域特性との関連性を考察する。犯罪の社会

講造的要菌をさぐることで，今後の研究の基本的指針を示したいと考えるからである。地域特性を

表す社会経涜指標として，人口，人口構成，産業経済からいくつか代表的なものを選んだ12)。それ

ちは，人口規模，人口密度，人口増加率，畳夜間人口比，非定住率，若年入口比，外国人人口比，

第2・第3次産業，平均所得，失業率，以上の目指標である。これらの指標はいずれも，類似研究

において，しばしば犯罪の独立(原因)変数としてもちいられている。そのうち「若年jと「外国

人jは，犯罪者の嘉性候向として，警察当局が指摘しているものである問。犯罪とこれらの指標の

理論告さつながりについては 機会をあらため くわしく議じるつもりである。

選ばれた指標の4時期の平均と標準備差を一覧にしたものが表5である。表には指標の定義とデ

ータの出所もあわせて記載している。そして，これらの指標を独立変数として，犯罪率を従属変数

として重罰嬉分析をおこなう。この分析は探索的なものであり，独立変数の相対的重要性を特断す

るという自信から ステップワイズ法〈変数減少法)を採用した。独立変数のあいだにいくつか高

い桓障がみられたので，従高変数(犯罪率)との棺関や理論的妥当性会どを考憲しながち，より重

要とおもわれる変数のほうを使用することにした。それによって 人司増加率と平均所得が除去さ

れ，残る 8つの独立変数を重罰帰式に投入することになった。その結果が表6 (粗暴犯)と表7

〈窃盗犯)である。

まず¥粗暴犯からみていく。表6より，昼夜間人口比に一貫した，有意な正の影響が認められる。

また人口密度にも 1980年をのぞく 3つの時期に，有意な正の影響が認められる。これらの指標は

それぞれ，市町村の拠点性と人口の集積度を意味し，どちらも都市化の指標と読み替えてよいもの

である。つまりこの結果は，都市北が進んだ市町村ほど，粗暴犯の発生が多くなることを意味して

いる。粗暴犯と都市部との関連は，先の犯罪分布地図を使った読覚的な朝障で;え容易に確認でき
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表5 主要な社会経済指標の平均と壕準寵差 (1970・2000年)

1970 (N=50) 1980 (N=50) 1990 (N=50) 2000 (N=50) 

人口規模(入) 17795 21618 24448 26857 

(26285) (33499) (40223) (45046) 

人口密度(入) 350.516 413.600 458.513 500.057 

(264.888) (341.061) (396.758) (457.148) 

人口増加率(%) 1281 6.346 2.484 1.743 

(8.474) (9.182) (5.639) (4.938) 

昼夜間人日記(%) 91.626 90.436 90.626 92.236 

(9.820) (10.872) (12.191) (11.046) 

非定住率(%) 15.776 18.424 12.938 17.113 

(8.128) (9.458) (6.126) (6.694) 

若年人口比(%) 8.770 6.549 7.659 6.286 

(1.180) (.531) (.895) (.657) 

外菌人人自比(%) .552 .502 .546 1.170 

(.71∞) (.599) (.570) (1.206) 

第2・第3次産業(%) 63.835 74.956 91.248 93.673 

(11.349) (9.550) (3.477) (2.757) 

平均所得(千円〉 160.94 599.72 1087.62 1354.12 

(30.654) (96.303) (174.845) (156.365) 

失業率(垢) .650 1.494 1.755 3.302 

(.318) (.904) 乙756) (.862) 

{注〉上設の数種は平均，括弧内の数値は標準需差

(出所)r国勢譲査J(総理府統計馬)， r所得格差表j(市町村税務研究会)， r悟入所得指標J(市町村程務研究会)
{各指標の定義)

-人口密度 1kIぜあたりの人数

・人口増加率: (過去5年掲の人百増減数/総人口) XlOO 

・昼夜間人口比: (夜間人口/昼間人口)X100 

・奔走生率: (岩住期間が5年末i置の人口/総人口) XlOO 
・若年人口北: (15歳以上20歳未講の人口/総人口)X1∞ 
・外由人人司比: (外国人数/総人口)X100 
，第2・3次産業: (第2次産業の就業人口÷第3次産業の就業人口/全産業の就業人巳)Xl00 

.平均所得:市町村における総説義務者 1人あたり所得額

-失業率: (完全失業者数/労母方人口)XI00 

表6 題暴認を従罵変数とした重臣掃分析 (1970-2000年)

組暴犯 (N=50)

1970 1980 1990 2000 

人口規模

人口密度 .279* .390'本* .463*ホ

昼疫間人口比 .467** .624** .318* 
一291*

非定生率 .426* 

若年人口比 一.198t

外国人人自比

第2・第3次産業 .470ネ

失業率 .267* 

調整i斉み決定係数R2 .526 .348 .309 .364 

す10%水準 *5%水準 "1%水準
ステップワイズ法 空壊は接去された変数(標準回帰孫数)
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滋費果の犯罪

なかったところである。そのほか，非定住率，若年人口比，第2・第3次産業，失業率人口比には，

いずれも 1つの時期だけに有意な影響がみられる。それらの変数については，さらに検討する余地

があるだろう。とくに若年人口比，第2・第3次産業の係数は(おおよその予想、に反して)負の

符号となっていることに注意されたい。また，外昌人人口上ヒには，全時期をとおして，有意な影響

辻みられなかった14)。

つぎに，窃盗犯に移る。表7をみると，有意な保数は都市化(表の上半分)の変数に集中してお

り，都千行先の影響がより顕著にあらわれていることがわかる。決定捺数R~の数笹も粗暴犯のそれと

くらべて高くなっている。昼夜間人口比には全時期をとおして，人口密度と非定住率には 1時期

{前者泣1970年，後者は1990年)を除くほかの3時期において，有意な王の影響が認められる。ま

た人口規模には1980年においてのみ，有意な正の影響が認められる。以上の結果から，都市化が進

んだ市町村ほど，窃盗犯の発生が多くなることが確認された。ほかに有意な変数は2000年の若年人

口上とであち，これは窃盗犯の発生率にたいして負の影響をあたえている c 外麗人人口比，第2・第

3次産業，失業率;こは，いずれの時期においても，有意な影響はみられなかった。

表7 窃盗犯を従屠変数とした重囲掃分析 (1970-2000年)

窃盗犯 (N=50)

1970 1980 1990 2000 

人口規模 .277* 

人口密度 .236T .483*ホ .331ホ

畳夜間人口比 .295* .212+ .453紳 .296家権

非定住率 .556** .238十 .36グホ

若年人口比 .212学

外国人人口比

第2・第3次産業

失業率

謂整溝み決定係数R2 .572 .510 .570 .642 

tlO%水準ち%水準棺1%水準

ステップワイズ法 空穫は詮去された変数(標準毘掃係数〉

4時期における市胃村の横断分析の結果から 犯罪は都市的特援と密接に関連していることが誰

測できょう。前章の犯罪分布地図と同じやり方で，滋賀県の都市化の在度の推移を表わした図を提

示したい。ここでは都市化の指標として，都言イと(郊外化)の詣標の之上とつ，試験的に，非定住率

をもちいる。それが図6である。非定住率が高い市可村は， 4時点をとおして，国中左下の琵琶湖

周縁部にあたる湖南地域に集中している。当該地域は都市およびその近郊であるG 時間的推移を考

憲せず¥時期を留別にみた場合，この分布は菌5の窃盗犯の分布に類似している。さらに，非定住

率と窃盗犯の発生率の散布図〈図 7) は2つの強い関連性を裏づけている。この図をみてわかると

おり，非定住率の高い市町村ほど窃盗犯の発生率は高くなる額向にある G

話を分布地圏に戻したいo 4時期の分布の経時的変化に着自した場合には，粗暴犯の地図をくわ

えた 3つの分布地図の傾向はたがいに大きく異なっている。つまり，上述したとおり，粗暴犯の場

合は，都市・農村部にかかわらず， 1970年代に激減，窃盗犯の場合，全体的に増加し，農村部にも

拡散する傾向がある c そして 非定住率の場合には顕著な傾向は確認されない。犯罪とは独立した

動向を示している。
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図7 非定住率と窃盗犯発生率との散寄匿 (1970・2000年)

滋賀県の犯罪

以上，本積では，高度経済成長期以降の滋賀県全体と県内市宵村の犯罪動向を概観してきたむそ

こでは，暴力犯罪は激減した一方，財産犯罪はしだいに壇加する傾向にあることが明らかにされた。

これは，全国的額向とおおむね合致している。さらに，これまで都市部に集中して発生していた慰

産犯罪は県全域に拡大して 都市部と農村部との差は以前ほどなくなってきていることも確認した。

はじめに述べたとおり，今回の調査は予靖的誤査として位置づけている。今回の結果について十

分注意をはらいながら，将来の調査に備える必要がある。調査の展開にむけた今後の課題をつぎに

あげる。

(1)今自の諦査結果を，関連する先行研究の結果と毘合し，検討をおこなう。そして，導きださ

れる仮説の検証にむけて，継続謂査の準備作業をすすめる。現時点で辻，たとえば，つぎのような

問題が考えられる。犯罪率の推移において，罫産犯罪が増加した一方で，暴力犯罪は激減する傾向

にある。それはなぜ、なのか。近代化と関連があるのか。然りなら どのような論理的関係性がある

のか。

(2)亙史学をふくむ総合的な地域研究の規点から，犯罪増加(減少)の背景と要因をあらためて

考察する。これには，滋賀県の犯罪において， 1950年代後半から60年代前半にかけて確認された大

きな「犯罪の波jの理由を費的に検討することなども含まれる。市町村史資料などの活用が考えら

れる。
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(3) より適拐な(高度で複雑になることを意味するが)統計技法をもちいて，滋糞県において産

業化や都千有化が犯罪発生にどういった影響をあたえてきたかを議査する。横断分析だけでなく，時

詩的推移による変化を同時に取りこんだ統計技法(たとえば， Pooled Time-series Analysis)の使

用があげられよう c

(4)高震或長期以降 とくに地域社会が大きく変容した県内の市町村を選びだ、し，重点的に調査

をして，そこで得られた知晃を滋費県または一般の犯罪研究に還元する。

(5)本研究の犯罪統計は認知件数をもとにしている。認知件数は 事件の通報によって，警察が

公式に記録した件数であり，警察に通報されない犯罪(暗数)は，統計に反映しない。認知件数は

通報率に大きく左右されるが，通報率は罪種，地域，被害者の嘉性，時代などによって異なると考

えられる。今後の研究の基礎的資料となる警察統計の信頼性を評倍・確保するため，通報率につい

ての補足的研究が不可欠となる。

* * * * * * 

最後に，本研究の発想、や視点のヒントになった文献のひとつ，三浦震の fファスト底土化する日

本j(洋泉社，2004)を紹介し，それに若干コメントをつけくわえて，本稿をしめくくる。

高度成長期以降，郊外化や貨幣経i斉fとの波i土地方農村部におよび，地域密有の伝統文化をもった

コミュニテイを崩壊させ，その結果，全国一律の均賞な生活環境が拡大することになった。三浦辻，

このような地方のロードサイドのFC大型癌をはじめとした，どこも同乙黒景を「ファスト畏土」

と名づけ(外食産業のファストフードに51っかけた造語〉 地方における犯罪増加は「ファスト風

土j的大衆消費社会と無縁ではない，と主張する。なぜなら，交通絹の整備によ与，地方にも人の

流動性が高まる。これまで都市部に集中していた匿名的空間が地方にも生まれ，それは犯罪機会の

増加につながっているc 交通の科便性はまた，産業を誘発し，地域社会の貨幣経済化，人々の大量

消費志向という生活隷式を強化して，さらに犯罪の増加を誘発している，というのだ。郊外化した

地方は，いまもっとも不安定な地域であり，犯罪をはじめとする社会病理の逼床となっている，と

三浦は訴える。

本書には，犯罪の費{凶悪性)と量{窃盗犯などのえ較的軽綾な犯罪)を混在させたまま議論を

震関しているなど，いくつかの間題があるが，都心よちむしろ地方のほうが「病んで」いる，また

地方はここ数十年に急激に都市化し，郊外化した地域がもっとも危ない，という視点は興味ぶかい。

新幹嬢や高速道路など高速交通網の整講，大型SCの立地，町並みの景観など物理的空間の変化，

これはまさに滋賀巣市町村の地域変容を指捕しているのではないだろうか。本書が提示する仮説を，

滋葉県というひとつの事例をもちいて 検証することもまた有益で、あろう。
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程暴犯 窃盗犯

図A 滋賀察市町村における犯罪率の籍ひげ医 (1970年v5.2000年)

祖暴犯の発生率の騒の縮小は一目瞭然である。また程暴犯と比較して，寄盗犯の彊の縮小幅は小さいが，窃盗dsのウエイトが
全体的に上昇していることを考嘉すれば，市町村間の散らばりは本文中にしめした四分位範囲と標準偏差の数値以上に小さく

なっていると考えられる。
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